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【本県における大学連携の現状と課題】 

地方創生に向けた地域課題である、産業界・地域社会が求める人材の育成・輩出・定着に向けては、
県内高等教育機関の連携だけでは限界 

ＣＯＣプラス事業の成果等も踏まえ、県内高等教育機関を中核とした産業界等との連携・実行体制の
再構築が必要 
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 大学リーグやまぐち 
  ［構成］ 県内全大学・短大、県（学事文書課） 準会員：徳山高専、市長会、町村会 
  ［事業概要］ 
   ①県内進学（ＳＮＳ、インフォメーションスタンド設置等） ②県内就職（ＪＯＢフェアの開催協力） 
   ③地域貢献（地域貢献センターの運営、共同研修の開催等） 

ＣＯＣプラス事業（文科省補助事業） 
［事業申請者］山口大学 
［事業協働機関］１７７機関 
 ８大学（下関市立、梅光学院除）１短大３高専 
 県、全市町、経済団体、１３６企業 
［事業概要］  
 ①人材育成（ＹＦＬ育成プログラム） 
 ②県内就職促進（ＪＯＢフェア開催等） 

県内進学・仕事魅力発信協議会 
［構成］ 県私立大学協会、県専各協会 
      大学リーグやまぐち、県、県教委 
［事業概要］ 
 ①県内進学・仕事魅力発信フェア開催 
 ②県内進学ガイドブック発行 
 ③オープンキャンパスマップ発行  

県内就職促進 県内進学促進 

情報発信 
■現状 

■課題 



【国の動向】 ※地域連携プラットフォーム構築ガイドライン（素案） 

人口減少や高齢化、産業構造の変化、グローバル化、地方創生等の劇的な変化の中で、Society5.0時代

を担う人材の育成に向け、教育界、産業界、行政が多面的な連携に基づき取り組んでいくことが必要 

２ 

■高等教育機関を中核とした地域連携体制構築の必要性 

 大学等、地方公共団体、産業界等の様々な関係機関が一体となった恒常的な議論の場を構築し、現

状・課題を把握した上で将来の目標を共有し、地域課題解決に向けた連携協力の抜本的な強化を図っ

ていくための仕組みとしての「プラットフォーム」構築が必要 

■「地域連携プラットフォーム」での課題共有・議論・実行 

地方公共 
団体 

大学等 産業界 

地域連携プラットフォーム 

地域課題解決 
【課題解決のための取組・事業】 

 大学教育の質保証、人材育成機能の強化 

 産業振興、イノベーションの創出 

 大学等の教育研究機能・管理運営の高度化 

 大学等進学希望率・進学率の向上 

 大学等の域内進学者数・進学率の向上 

 社会人、外国人等、多様な学生の受入れ 

 大学等卒業生の域内定着の向上 

地域課題の共有 ➣ 解決方策の検討・方針決定 ➣ 具体的な取組・事業の実行 



【「大学リーグやまぐち」の機能強化について】 
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■機能強化の考え方 

 地方創生に向けて「社会減の流れを断ち切る」という観点から、高等教育機関を中核とした様々な実行

主体が、地域課題解決に向けて連携・協働して取組・事業を推進するための「実行の場」として「大学

リーグやまぐち」を機能強化 

①構成機関・団体の拡充 
 ⇒ 多様な実行主体による連携・協働を促すため、全高専・労働局・経済団体・支援機関・私学団体 

   に参加を要請 

②組織の拡充 
 ⇒ 主管組織を中心に関係機関等の連携を高め取組の実効性を確保するため、課題ごとに部会を組織 

県内大学等において、それぞれの特色や強みを活かした教育・研究機能等の分担と連携・協働を
推進していくための新たな体制づくりの検討 

高等教育機関、産業界、地方公共団体が教育・研究等で連携する新たな体制の検討・構築 
産業界と連携した地域をリードする若者の育成に向けた教育プログラムの実施 
県民や企業のニーズを踏まえた多彩なリカレント教育プログラムの開発・提供 

 やまぐち維新プラン 

 第2期山口県まち・ひと・しごと創生総合戦略アクションプラン 

 次代を担う人材の育成と定着・還流・移住の推進 

 新時代を創造する人材育成プロジェクト 

 県内大学等における機能分担と連携の推進 

 県内大学等における機能分担と連携の推進 
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■組織体制 

 全体会議   

  高等教育機関が中核となった地域課題の共有・方針決定を図るための合議体 
    

   〈会長〉 山口大学 〈副会長〉 東亜大学 〈特別顧問〉 知事 

   〈会員〉 県内全大学・短大・高等専門学校、県、県教委、市長会・町村会、山口労働局、経済５団体（山口県 
        経営者協会、山口経済同友会、山口県商工会議所連合会、山口県商工会連合会、山口県中小企業 
        団体中央会）、支援機関（やまぐち産業振興財団、山口県産業技術センター、山口しごとセンター）、 
        私学団体（山口県私立大学協会、山口県専修学校各種学校協会、山口県私立中学高等学校協会） 

        ※ 新たな構成団体については、現在参画に向けて調整中 

部会   

 地域課題解決に向けて、大学等が企業・自治体・関係機関・団体と連携して、人材育成・産
業支援・地域づくり等を推進するための実行組織として整備 

「県内進学」部会 

 【主管】県、県教委、私学団体 

「地域貢献活動」部会 

 【主管】県立大学 

「県内就職」部会 

 【主管】山口大学 

企業・支援機関・関係団体等 
４ 



①「県内進学」部会 

５ 

【部会における取組内容】 

 「県内進学・仕事魅力発信協議会」を中心に実施（県負担金） 

■主管：県（学事文書課）、県教委（高校教育課）、私立大学協会、専修学校各種学校協会 

 県内進学促進に向けた情報発信、高校生・保護者と県内大学等をつなぐ企画・イベントの実施調整 

県内大学・短期大学・高等専門学校・専門学校 

高校生・保護者（公立・私立） 

県内進学促進フェアの開催 
・高校生が学校体験や仕事紹介を
通じて進路先を発見するためのイ
ベント  
 ○場所：維新大晃アリーナ 
 ○県内高校生約2,000人参加 
 ○しごとセンター登録、アプリ紹介 

オープンキャンパスマップ 
・県内大学等のオープンキャンパ 
 ス情報を掲載したマップを配布 
 ○高校全学年・保護者を対象 

高大接続事業 
 ○県内大学魅力体験サポート 

経済団体・県内企業 

県内進学ガイドブック 
・県内大学等の情報や県内進学の 
 メリット等を掲載した冊子を配布 
 ○高校２年生・保護者を対象 

大学等と高校による意見交換会の開催 
 ・県内進学促進のため関係者による意見
交換の開催 

具体的な取組・事業 



②「県内就職」部会 

 「地域未来創生センター」による推進（県補助事業） 

６ 

 主管校：山口大学（ＣＯＣプラス事業の成果を継承） 

 県内大学等による連携事業の調整、各大学等での取組への支援 

県内大学・短期大学・高等専門学校 

労働局、支援機関（山口しごとセン
ター、インターンシップ協議会） 

県内企業（COCプラス事業協働機関
136社が中核） 

ＪＯＢフェアの開催 
・学生への企業紹介イベントを県  
 内４箇所で開催 
 ○県央部：維新大晃アリーナ 
 ○県東部：徳山大学 
 ○県西部：下関市内の大学 
 ○ものづくり・ＩＴ：山大工学部 

大学内での企業説明会等への支援 
・学生が参加しやすい企画の開催支援 
 （ノウハウ提供、参加企業紹介等） 
 ○会社説明会 in Univ. 
 ○学食でのランチミーティング 
 ○ガクセイ社会科見学 

留学生の就職支援 
 ○留学生と経営者の交流会等 

インターンシップ参加促進等 
 ○学内でのインターシップ参加 
  促進イベント開催 
 ○学内でのキャリア教育実施 

事業推進コーディネーター配置 

具体的な取組・事業 

 



７ 

③「地域貢献活動」部会 

 「地域貢献センター」の機能強化（県補助事業） 

 主管校：山口県立大学 

 地域・企業の課題解決に向けた取組とＰＢＬによる人材育成の一体的実施 

県内大学・短期大学（学内コーディネーター・学生等） 

支援機関（やまぐち産業振興財団、産
業技術センター） 県内企業・市町等 

地域・企業との連携促進 
・地域・企業の課題解決のため、大学シーズと地域・ 
 企業ニーズのマッチングを実施 
※コーディネーター１名配置 
 ○大学の研究シーズの掘り起こし 
 ○企業等ニーズの把握調査 
 ○大学研究シーズの売り込み、マッチング 

ＰＢＬの推進（政策企画課から移管） 
・大学と企業が連携した課題解決プログラムの企画・実践を 
 行う教育プログラム（ＰＢＬ）の実施に向けた環境整備 
※コーディネーター１名、アドバイザー１名配置 
 ○ＰＢＬプログラム作成 
 ○プロジェクト企画・実践 

統括コーディネーター・ＰＢＬコーディネーター配置 

具体的な取組・事業 

リカレント教育 
※今後検討 



【スケジュール（案）】 

Ｒ２．２ Ｒ２．３ Ｒ２．４ Ｒ２．５ Ｒ２．６ Ｒ２．７ 

・組織改編 
 方針決定 
・事業計画 
 決定 

運営委員会 

８ 

高専、経済団体、支援機関 
協力・参画要請 

2/28 

代表者会議 

・調整状況 
 報告 
・組織改編 
 方針案 

最終調整 

全体会議 

部会 

・県内進学 
・県内就職 
・地域貢献 

・連携着手 

※大学による地方創生人材教育プログラムへの 
 対応検討（３月末：公募開始、５月末：公募締切） 

3/24 6/下 3/13 

運営委員会 

・調整状況 
 報告 
・事業計画 
 案 

※一部事業着手 

事業 
推進 

※書面開催 ※書面開催 


